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却灰を扱う作業者の作業環境において、週に1回程度、空間

線量率を測定することが望ましいとされている4）。

空間線量率を測定する一般的な機器として、NaIシンチレー

ターが挙げられる。一方、空間線量率とは別に、積算線量を

測定する機器も存在する。例えば電子式線量計は、個人の被

曝線量を積算線量として常に表示するという特徴を持っている。

本研究ではNaIシンチレーターでの空間線量率の測定に加

え、個人線量計を施設内各所に設置することにより、作業ス

ケジュールから個人が被曝しうる線量を推定するという個人線

量計を用いた簡便かつ広範囲に適用可能な被曝状況把握法の

検討を行った。また、被災地域における焼却施設内での積算

線量の調査を行うことにより、現状の焼却施設作業者の外部

被曝状況を把握することを目的とした。

2．方法
2 か所の焼却施設 （以下、それぞれA 焼却施設、B 焼却施

1．はじめに
東北地方太平洋沖地震によって引き起こされた津波は宮城

県、福島県、岩手県等の沿岸部を襲い、想定を越える甚大な

被害をもたらした。福島第一原発は地震と津波の被害を受け1
〜3号機でメルトダウンし、1、3、4号機で水素爆発が起きた結

果、大量の放射性物質が大気中に放出された1）。この福島第一

原発の事故を受けて、多くの地域で除染作業が進められている

ものの、現在では除染廃棄物の処理が問題となっている。「汚

染状況調査方法ガイドライン」によると、除染廃棄物は「特定

産業廃棄物」に分類され2）、「地域によらず特定一般廃棄物の

処分を行う施設でしか処理できない」とされているため、処理

できる施設に限りがあることが、除染対応の課題となっている3）。

一方、先に述べた事態を受けて、廃棄物処理関連施設の作

業者の外部被ばくによるリスクの懸念もなされている。例えば、

「一般廃棄物処理施設における放射性物質に汚染されたおそ

れのある廃棄物の処理について」では、8000 Bq/kg 付近の焼
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設とする）において、個人線量計（マイドーズミニ PDM-
112、日立アロカメディカル）34 個を焼却施設の各作業地点に

2 週間設置し、各々の地点における2 週間の空間積算線量の

積算値を測定した。A 焼却施設、B 焼却施設における各作業

地点の選定に関しては、作業員が点検や業務等で作業をする

場所を選出した（図 1、図 2）。個線量計の設置については、

検出部が単位作業場の方向を向くように設置した（図 3）。また、

NaIシンチレーター（サーベイメータ：LUDLUM MODEL
2241-2、ガンマシンチレーター：LUDLUM MODEL 44 -2
GAMMA SCINTILLATOR、どちらもLudlum Measurements
製）によって焼却施設入口、及び、各々の焼却施設での作業

場それぞれ3点で線量率（µSv/h）を計測した。計測方法は「放

射線測定に関するガイドライン第Ⅰ章 2.空間線量率の計測時

の注意点」に従った5）。個人線量計は個人線量当量 HP（10）、
NaIシンチレーターは周辺線量当量 H *（10）について校正さ

れたものである。

NaIシンチレーターで測定した作業場について、A 焼却施

設では飛灰処理室、灰受入室、プラットホームの3箇所で、B
焼却施設では廃液処理場、灰ピット、ゴミピットの3箇所を選

定し空間線量率（µSv/h）を測定した。測定時、時定数は

Slow にし1箇所につき、20 分間計測し続け、安定した代表値

を採用して測定値とした。

また、A 焼却施設において作業員による1日の作業スケ

ジュールの調査を行った。調査した作業員の作業スケジュール

及び、各地点における線量率から、作業員1人あたりの焼却

施設での1日の空間積算線量を算出した。この算出に関して、

作業時間外の作業者は中央制御室付近で業務を行っているこ

とから、作業時間外の勤務時間については、中央制御室での

被曝量と同等の被曝量を作業者が受けているものとみなし

た。また、B 焼却施設の作業スケジュールは、A 焼却施設の各

作業場での作業スケジュールを参考にして、1箇所の作業場に

つき2分、1日にその作業場で 2 回の作業を行うと仮定して、B
焼却施設の作業員の1日当たりの空間積算線量を算出した。

3．結果と考察
A 焼却施設の各作業地点での空間積算線量の 2 週間の積

算値について、各地点で比較すると線量計番号 29 番を設置し

た冷却塔前のコンデンサ室で最も高く、その値は 52 µSvで
あった（表1）。また、B 焼却施設の各作業地点については、線

図 1　A 焼却施設の見取り図と個人線量計の設置個所 図 2　B 焼却施設の見取り図と個人線量計の設置個所

図 3　個人線量計の設置例 ( 写真は A 焼却施設で設置した個人線量計 )
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量計番号 32 番を設置したタービン発電機室で最も高く、その

値は 37 µSvであった（表 2）。
各 の々焼却施設について、各フロアごとの算術平均値を算出

すると、B 焼却施設で4 階の平均積算線量が低くなっているも

のの、A、B 焼却施設のどちらでも各フロアでの平均積算線量

に顕著な差はみられなかった（図 4、図 5）。さらに、A 焼却施

設について、ゴミピット（No. 25、26、34）、焼却炉（No. 2～

11）、灰ピット（No. 27、28）、溶融炉（No.12～18）、飛灰処理

室（No.19 ～22）の5箇所のエリアに、B 焼却施設について、

ゴミピット（No.34）、焼却炉（No.1～16）、灰ピット（No.19、
20、23 ～25）、飛灰処理室（No. 26 ～29）の4箇所のエリア

に各焼却施設の作業場を区分けした。区分けしたエリアごと

に、各作業場での積算線量の算術平均値を算出したところ、

A 焼却施設ではゴミピット、灰ピットでの値が、B 焼却施設で

は灰ピットの値が他のエリアに比べ若干高かったものの、各エ

リアの顕著な差は見られなかった（図 6、図 7）。図 4 -7にお

けるエラーバーは算術平均の標準偏差を示しており、A 焼却施

設は相対的に値が高い場所が数箇所あったためB 焼却施設に

比べて、ばらつきが大きい結果となっている。

NaIシンチレーターで測定した結果について、A、B 焼却施

設のどちらにおいても、焼却施設内の3 作業場より焼却施設

入口の方が高い空間線量率が測定された（図 8）。図 8より、

A 焼却施設では屋外の空間線量率は焼却施設屋内の空間線

量率の約 2～3 倍となっている。また A 焼却施設のプラット

ホームでは、日中はゴミ収集車等が入ってくるため常時出入り

口が開いている。このことより、飛灰処理室のような屋内に比

べて、プラットホームのような外に開かれた空間で空間線量率

が高くなることが考えられる。A 焼却施設の灰受入室も、日中

はシャッター等を上げて外部との隔たりをなくしている。そのた

めに、図 8のように屋内に位置する飛灰処理室よりも空間線

No. 測定場所 線量 (µSv)
1 中央制御室 2F 28
2

焼却炉室

1F
23

3 32
4 20
5

2F
22

6 44
7

3F
27

8 29
9 29

10
4F

36
11 39
12

溶融炉室

1F
24

13 23
14

2F
N. D.

15 19
16 28
17 3F 33
18 4F 29
19

前処理室
2F 26

20 3F 27
21

飛灰処理室
3F 29

22 4F 29
23

燃料製造設備室
2F 28

24 1F 29
25 プラットホーム 1F 42
26 排水処理室 1F 32
27 灰受入室 1F 42
28 コンプレッサー室 1F 31
29 コンデンサ室 3F 52
30 地下ポンプ室 地下 29
31 地下灰汚水室 地下 30
32 スラグバンカ室 1F 31
33 飛灰固化物バンカ室 1F 31
34 クレーン階 最上階 34

表1　A焼却施設での各個人線量計の2週間の積算値 表 2　B焼却施設での各個人線量計の2週間の積算値

No. 測定場所 線量 (µSv)
1

焼却炉室

地下

28
2 32
3 25
4

1F
27

5 24
6 27
7

2F

27
8 27
9 33

10 24
11 26
12

3F
25

13 29
14

4F
22

15 19
16 15
17 ファン室

地下
30

18 油圧装置室 28
19 灰ピット

1F

28
20 誘引送風機室 33
21 電気室 26
22 タービン発電機室 37
23 ディーゼル発電機室 26
24 灰クレーン電気室

2F

28
25 熱交換器室 30
26 薬剤処理設備室 28
27 中央制御室 27
28 ごみ汚水処理室 27
29 廃液処理場（飛灰貯留槽室）

3F

22
30 復水器置場 29
31 押し込み送風機室 30
32 バグフィルター室南側 27
33 脱気器室 25
34 ごみピット 4F 23
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量率が高くなっていることが考えられる。B 焼却施設において

も、測定された空間線量率は、屋外に位置する焼却施設出入

り口の方が、約 1.5 ～2 倍だけ屋内に位置する他の施設よりも

高かった。

A 焼却施設では、作業者は主に3 種類の業務内容に割り振

られるが、それぞれの作業スケジュールにおける作業者の焼

却施設での1日の被曝量を算出した結果、最も外部被曝量の

多い業務パターンであっても、受ける外部被曝量は 1.5 µSvを
超えなかった（表 3）。B 焼却施設では、1箇所の作業場につき

2分、1日にその作業場で 2 回の作業を行い、それ以外の業務

時間は中央制御室にいると仮定し計算すると、0.72 μSv/dayで
あり、A 焼却施設の最も被曝量の少ない作業パターン 1とほ

ぼ同じ値であった。

A 焼却施設では、今回の測定の前月に、個人線量計を作

業者が装着し、業務中の積算線量の測定を1か月間行った。

3人の作業者についての積算線量の測定結果と、表 3の外部

被曝量の推定結果に各作業パターンの業務日数を乗じること

により算出した1か月の積算線量を表 4 に示した。作業者 3
については装着した場合の値と推定値が近い結果となったが、

作業者 1、2については推定値のほうが約 2 倍高い値となっ

た。この差の原因として、今回用いた個人線量計は測定範囲が

1 μSv～10 Svであったため、小数点以下の値が測定されず、

積算値が 0となる日が多数あり、装着した場合の積算線量が

実際の曝露量より小さくなっていることが予想される。そのた

め、今回のような低濃度の汚染地域の場合は、今回よりも細

かい範囲の線量が測定可能な個人線量計を使う必要があると

考えられる。

4．結論
本研究では、個人線量計を施設内の作業箇所に設置して空

間積算線量を測定することにより、被曝状況を把握するという

新しい試みを行った。焼却施設のように複雑な施設において

は今回の測定法は簡便であり、しかも安価で広範囲の空間積

算線量を把握することができる。大型施設の作業者のように、

図 4　A焼却施設における各フロアでの積算線量
(No.14 の個人線量計は除外して計算した。)

図 6　A焼却施設における各フロアでの積算線量
(No.14 の個人線量計は除外して計算した。)

図 5　B焼却施設における各フロアの積算線量 図 7　B焼却施設における各フロアの積算線量

A焼却施設のフロア A焼却施設のフロア

B焼却施設のフロア B焼却施設のフロア
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長期間に渡って作業箇所を巡回したり、長時間同じ箇所で作

業をするような場合は、空間線量率を測定するよりも長期的な

被曝状況を把握するのに有効であろう。しかし、個人線量計で

作業箇所の被曝状況を把握するには、有効桁数が小さいこと、

その場で空間線量率を把握できないことが課題となる。そのた

め、個人線量計での被曝状況把握を実現するためには、NaI
シンチレーターのような空間線量率を把握できる機器と併用す

ることが望ましい。さらに、2 種類の空間線量を把握する機器

を用いた場合、それぞれの測定値をどのように評価するべきか

という評価方法を確立させることが今後望まれるであろう。
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和 文 要 約
東北地方太平洋沖地震によって福島第一原発は甚大な被害を受け、その結果大量の放射性物質が大気中に放出された。この事態

を受けて、現在、被災地域では除染作業が進められている。その際、発生する除染廃棄物は大量であるため、焼却処理により減

容を行うことが求められている。今後、放射性廃棄物の焼却処理を行う施設が増加することを考慮すると、現状の焼却施設での作

業者の被曝状況を把握することが不可欠である。本研究では、NaIシンチレーターを用いて空間線量率を測定すると共に、電子式

線量計を施設各所に設置して空間積算線量を把握する手法を用いることで、焼却施設の作業者の外部被曝評価を行った。

図 8　NaI シンチレーターによる各地点での空間線量率測定
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表 3　A焼却施設における作業員1人あたりの外部被曝量

表 4　A焼却施設における1か月間の積算線量

作業パターン
業務時間

(h)

業務 1日当たりの
外部被曝量

(μSv/day)
1 8.75 0.78
2 16.75 1.45
3 8.75 1.02

作業者

装着した場合の
積算線量

(μSv)

設置した場合の値から
推定した積算線量

(μSv)
1 9 15.6
2 10 17.8
3 17 18.6

空
間
線
量
率
(µ
Sv
/h
)

Aプ
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トホ
ーム

A飛
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室
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却場
入口

B廃
液処
理場

B灰
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ト

Bゴ
ミピ
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B焼
却場
入口

0.354

0.190
0.243

0.598

0.130 0.156
0.117

0.216

 環境省「廃棄物関係ガイドライン」、第一部　汚染状況調

 環境省「廃棄物関係ガイドライン」、第二部　特定一般廃

されたおそれのある廃棄物の処理について、8 -9（2011）
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